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川崎市の協力指導組織の変遷と学校経営
丸山義王(亜細亜大学)
はじめに
筆者が、東京教育大学に内地留学をし、吉本二郎先生の門をnlJいたのは昭和41年のことであ
った。 昭和40年には、筆者が勤務していた川崎市立宮前小学校が、神奈川県の「小学校におけ
る教科担任制の研究」の研究指定校になり、川崎市教科担任研究会が発足した。一方では、吉本.
先生を中心にして教担制研究の全国組織がつくられようとしていた。ところが30年が経過した
今日、川崎市では、伝統のあった教担制研究会は、学校選五日市IJにからんだ教育研究会の体制の
見直しの中で、児童指導研究会に合併吸収され、その姿を消した。新学習指導要領の実施のもと
協力指導組織の再認識がHヰばれている中で、何故このようなことが起こったのか、その原因を学
校経営との関連において考えてみたい。
2 協力指導研究の変遷と学校経営
最初jに学校経営の枠組みを述べておきたい。
学校経営とは「組織としての学校を維持し、学校教育の目的を効果的に達成させる統括作用で
あり、その機能する範屈は、物的条件、人的条件、組織運営条件のすべてにわたる。具体的には
教育課程の編成とその運営を中心とし、これに対応する学習組織や教授組織を考察し、その運用
を通して教育の効果を高からしめるよう、教育指導の体制とる J(!) ことである。そして、小学校
の高学年における教科担任市IJは、専任である一人の教師が担任学級を教えるという学級担任告IJを
越えて、一部の教科を学級担任以外が計画的に分担し、一学級の教育を二人以上の教師が指導す
るという試みである。そのような指導法が成り立つためには、上の定義における学校の f学習組
織や教授組織の考察と弾力的な運用Jが問題となり、学校経営そのものとかかわることとなる。
以下、川崎市の協力指導組織研究の消長がどのように学校経営の問題とかかわったかについてみ
ることにする。(表 1参照)
①実験研究期(昭和40年"-'43年)
神奈川県に協力指導組織が実験的に導入されたのは、昭和40年のことであり、その具体的
? ???
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川崎市の協力指導研究の動向(表 1) 
年 代
昭和 i実験校研究期
401・教担告iJ発足
-県小学校教科担任
期i研究連絡協議会
発足 (S42)1 1 
• )1崎市教科担任制
研究発足・会報「教
担」の発子IJ(S43) 
44 1研究の類型的な整理
期
・研究紀要 l集
発刊J(S45) 
521経営研究明
川崎市立小・中学校
協力指導組織研究会
発足 (S54)
601経末合併j羽
-研究会の名称が
1)11崎市小学校協力
指導研究会」と改
められ会報「きょ
うどう」がスター
トする (S61) 
H 41児童指導研究会に合
併
研究のあゆみ
①「小学校における教科担任制の研究j
研究指定校(宮前小S40)
-教担号~J が県下 11 の指定後の高学
年に導入
②「教担需iJにおける協力指導組織の運
営の実際」
(古川小指定校S43発表S45)
-第i田小学校教科担任告IJ研究会全
毘大会
吉本二郎氏の講演(附属鎌倉小
S44) 
-市研究会
吉本二郎氏の講演 (S44)
③「協力指導の組織づくりとその運営」
(玉)1小S47)
-第4回全昌大会(厚木小S47)
・県研修会を)lu時で開く (S48)
両方ともに吉本二郎氏の講演
④「かかわりあう学習をすすめるため
の協力指導J(東菅小S49)
-市研修会永岡)1田氏の講演 (S49)
.県研修会吉本二郎氏 (S49)
-教担制から協力指導組織へ
(第6回大板大会から名称変更S49.10)
⑤協力指導を基盤とした学年・学級経
営の研究J(藤崎小S51)
⑥「ゆとりと充実の学校教膏をめさし
て一総員IJの研究と協力指導組織の研
究一J(富士見台小S52)
⑦「学校教育呂探の具体化をいかには
かるかJ(小倉小855)
⑧「児童ひとりひとりの個性・能力を
生かし充実感にみちた学校生活を営
ませるための協力指導J(渡田小
S57) 
⑨「よろこんで活動できる子どもをめ
ざして 協力指導を基擦とした学年
経営-J (南加瀬小S59)
⑬「自ら進んで活動できる子どもをめ
ざして 一人ひとりを伸ばす学年協
働による学習指導の工夫-J (野川
小S60)
⑪「自ら学び、生き生きと活動し共に
伸びる子を目ざして 3部会の協業
を通しての児童指導-J (稗原小
S63) 
⑫「自己教育力を育てる協力指導のあ
り方を求めてJ(新城小H2)
⑬一人一人のおもいを大切にした援助
のあり方 協力指導による支えあい
を通して(西野川小H4.11.18)
研究の動向
。教担告IJの経営と実施上の諸問題の
検討
. 43年改定の総員IJ8の(4)と関連して
「指導の効率を高めるため」の実践
研究が行われた。
。実践の類計的整理
学校規模・教科分担及び運営のタ
イプについての研究
-専科のあり方と学年経営
。学年・学年団の経営・の開発
・合同授業のあり方
。チーム・ティーチングの研究が始
まる
O全人的発達をめさした協力指導
(S48) 
・児童理解と児童指導の研究
.経営指導の最適化の研究
• 52年度改定総長IJ8の(4)と両通して
「ゆとりの時間Jと協力指導につい
ての研究
-児童の個性・能力を生かす協力指
導の研究
・学年・学級経営のあり方
-教科指導と教育課程の研究
。チーム・ティーチングの具体的実
践がさかんとなる(野)1小の研究)
-平成元年改定の指導要領、総則第
4の(5)における「教科の協力的な指
導を行ったりするなど指導体制の
改善等に努めることjへの対応
。児童の個性・能力を生かす学習指
導
・個人差に応じた指導
-自己教育力を育てる指導法
・多目的スペースを活用した指導
???
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な形は、小学校の高学年を対象とした教科担任寄せであった。県教委は全県から 9校を選んで研
究指定を行い、筆者の在籍した宮前小学校が2年間の指定を受け、川崎市における研究の原点
となった。
県教委は、研究集録ω で教科担任制研究をとりあげた理由として次のことを述べている。
一般的理由として「指導組織の近代化、合理化の必要jをあげながら、直接的理由として「小
学校教員確保の困難性Jをあげ、「小学校教員希望者の少ない原留の一つには小学校高学年に
おいて、適当たり 33時間、しかも8教科を全部担当することは重大な抵抗になるであろうこ
と、教科制の導入によってこの受給関係の緩和策にも役立つことができると予測されるJとし
ている。このように、誼接的理出として、小学校教員の需給関係の緩和をあげていることに注
目したい。すなわち、需給関係の伏線として教科担任制が導入されたことである。
最初の研究は、教科制の経営と実施上の諸問題の検討が中心となった。
前掲の県教委による集録では「学校経営よりみた教育効果jω として
(1) 教師の専門性を生かすこと
(2) 学習指導の効率化
(3) 教材、教具の活用
(4) 学級差の是正
(5) 授業時間数の確保
(6) 教員の負担軽減
などをあげている。とくに、教師の専門性と学習指導の効率化については、翌年の昭和43年
に告示された小学校学習指導要領総別に「指導の効率を高めるため、教師の特性を生かすとと
もに、教締の協力的な指導がなされるようにくふうすること。jとあったため、いわば先取り
をしたことになった。
このことは、当時の教師にとっての強いインパクトとなり、教担11]は組織運営の側面よりも
指導の効率を高めるという教授組織の側面において論じられるきらいがあった。
おりしも昭和40年に、全米教育協会 (NETA)の 160年代の学校jが発刊され、「教育
の近代化」が流行語になっていた。学習指導の効率化という言葉は当時の嵐潮によく似合った
のであった。発足当時に志向が昂揚したほとには、教担制の実践が浸透しえなかったことは、
教担制が授業の改善の側面を重視したため、教授組織として利用され、学校経営と真に結びつ
かなかったことに一因があろう。
② 研究の類型的整理期(昭和4---51年)
昭和42年に発足した県小学校教科担任制連絡協議会を軸にして地区ごとに協議会が組織さ
れたが、川崎地区では、市内全小学校70校がTfJの協議会に参加した。
川崎市教科担任制研究会が昭和43年に発足し、実践的研究が始まった。当初の研究は、各
校の指導体制・方式の実態調査が中心であった。 44年 10月31日は、「第一回小学校教科担任
? ?
?
?
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市IJ研究全国大会jが横浜毘立大学教育学部付属鎌倉小学校で開かれ、吉本二郎東京教育大学教
授により、「現代教育の要請と教授組織の革新Jというテーマでの講演がなされた。教科担任
*1]は、小学校の高学年を対象にして導入されたのではあるが、その影響は学校の全組織に及び
協力指導と学年経営についての関連が問題となってきた。このことは以後、一貫して取り上げ
られるテーマのーっとなる。
昭和45年には、川崎市教科担任制研究会により研究紀要「協力指導組織の研究j第一集が
発刊された。研究の力点は「協力指導をとり入れた学年経営につきi吉報を交換し、協議するJ
であり、研究会では、各校の実践を通して生じた問題を解決するために、「協力指導をとり入
れた学年経営jについての情報を積極的に交換した。この中から専科の実態と学年経営との関
連が問題となり、全市の学校の専科の実態と学年経営について調査をおこなった。これは、「各
校における学年経営の立場からみた指導組織の形式的類型別実態jという調査に発展し、昭和
46年以降、毎年同じ型式で行われることとなる。その結果については、学校規模・教科分担・
運営のタイプに区分して、実践についての類型の整理を行った。 47年度には、「学年を中心と
した教師jの協力指導を取り入れた学年経営はどのように進めたらよいかJと言う研究課題が設
定された。
このように 45年から 47年にかけては、学年を中心とした協力指導の研究が行われ、学年共
j可経営による協力指導の工夫として、学年団経営の研究がなされた。この時に、体育の合同学
習やチームティーチングが導入され教授組織の研究へと発展することとなる。しかしその一方
で衰退の予兆がすでに現れていた。昭和47年度の教担制研究会紀要第三集のまとめに「学習
部主催による地区研や後援会には参加者が意外に少なくいつもハラノ¥ラしどうしでしたが、こ
れは本研究会の会員がし、ずれも各校中堅以上にかたよっている関係からやむを得ないことかも
知れません。」という記述があることに注目したい。研究会の成り立ちが学校組織の改革とい
う高所からいきなり入ったために理解ーが教務主任のレベルに止まり一般の教員にまで及ばなか
ったきらいがある。この傾向は最後まで続き定着しえなかった一因となった。
481f度において、注目すべき研究の視点転換が行われた。間]ち従来の学校経営、学年経営
から、「児童理解jの面に視点がIPJけられ、教担告IJのなかでの児童理解の場や方策がどのよう
に進められたらよいかが議論されるようになった。学校、学年経営という組織の問題ーから始ま
って、教授組織を通しての児童理解を土台とした授業改善の方向に研究が進んだ。授業改善は、
「児童が主体的に学習するにはどのような授業を震関すればよいかj というテーマで行われ現
在の教育改革への先鞭をつけるものであった。
しかし、 50年度の教科担任制実態調査付)によると 48年疫から 50年にかけて、意思的に実
施している学校数に目立つ変動があった。 48年震に 20校あったのが、 49年には 16校となり、
50年度には、 2校増加し、 2校減少して前年と同数の 16校となった。 50年度に実施しなかっ
た2校の理由は次のようであった。
??
?
??
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「昨年度実施して本年度実施しない理由J
.経営方針の変更
・新任者が多く実施不能 ・職員減により実施不能
また、 50年度に来Irしく実施した 2校の理由については以下のようであった。
「本年度から新しく実施した理由j
-定員増により試験的に実施するようにした
.学校長の意図により実施
また、 i司1寺に行った「教担f!iIJを意図的に導入していない理由jのアンケートの結果は次のよ
うであった。 44年(学校数50校)50年(学校数63校)とを比較している。
「職員数の不足、構成が適さない、推進者がいない」と答えたのが4校から 50校へ増加し、
「教師関の認識に差があり協力指導組織の確立が困難」という答えが6校から 26校へ増加した。
このように教担制の導入は、職員の定員、構成なとにより左志されることが大きかった。し
かも、この時代は不況下で、学年の学級数プラス lの保有は既に困難であり、教担制導入に際
して職員増配を期待することは、できなくなっていた。職員数の不足、職員構成のアンバラン
スのため、教担市IJを導入するに足る人的環境をつくることの困難さが指摘されたのであった。
そして、職員増のメリットがなくなるにつれ実施する学校は減少の途をたどって行った。
また、併せて「教職員の意志疎通が不充分なことJがあげられている。このことは、発足の
当初から問題となったことで、いつもこれが教担制導入の阻害条件となることが多かった。
新しいことをなすことにおいての共通理解の確立ということは、古くて新しい問題といえよ
つ。
③ 経営研究期(昭和 52 年~59 年)
昭和52年改定と関連して協力的な指導体制の必要性が強調された。テーマとしては、「教科
指導をめざす協力指導の研究」がとりあげられ、教青課程と協力指導との関係が研究された。
学年経営の在り方の研究からチームティーチングのような具体的な実践へと研究の視点が転換
されたのもこの期の特徴である。
教担1]IJから協力指導組織へと第6回大阪大会(昭和49年10月)で名称が変更になったこと
を受けて、昭和61年には、川崎市でも研究会名を改めて「川崎市小学校協力指導研究会jと
して再発足した。また、会報「きょうどう」がスタートする。
③ 終末・合併期(昭和60年~平成4年)
平成元年には学習指導要領が改訂され、総員IJにも「教締の特性を生かしたり、教師の協力的
指導を行ったりするJと記され、また、第6次教職員配置改善計画によりチームティーチング
の導入がなされ、協力指導体制がクローズア yプされたが、川崎市小学校教育研究会において
は、学校週五日制に備えての組織再編成により、平成4年度において協力指導研究会は廃止さ
れた。しかし、「新しい時代の要請である協力指導の研究が盛んに進められている特にあたり、
「 ?
?
??
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歴史ある川崎市の研究が能Ifち切れ状態になることを危慢することが多かったjω ので、児童指
導研究会の「教育方法部jとして存続させることにした。
平成6年度の教育方法部においては、新しい学力観、個に応じた教育、施設設備を生かし
た協力指導などに力を入れて、 TT方式を含め研究を進めている。しかし、ここにおいて、発
足から 30年目にして独立した研究会としての活動は、終わったといえよう。
3 考察
)1崎市の協力指導30年の歩みを振り返りながら、教担告IJの実践が全体的には浸透しえなかっ
たのは、どうしてかその理由についてまとめてみたい。
① 指導組織の類型j]IJの実態調査
川崎市協力指導研究会では、昭和46年以来各校における学年経営の立場からみた「指導組
織の形式的類型別実態」の調査を(表2)ω のような形で続けてきた。調査校数はB{1和59年度
までは、全小学校の悉皆調査の回答校数、 60年度からは、研究会のメンバーとしての校数で
ある。それにより指導組織の類型の変遷をみると次のことがわかる。(表2参照)
その第一は、 12.学年内交換と専科的授業Jの組み合わせが、 58年をピークにして減少する
ことである。最も典型的な協力指導のタイプであるが、平成元年には、 8校程度とっている。
ここでいう「専科的授業J(7l とは、専科的授業(学級外で専科的に授業をしている場合)と専
科授業(専門教科について専門の免許状を持って授業をしている場合)を含めたものをいう。
第二は、 19.学級担任と専科的授業」との組み合わせが、 46年の当初から今にいたるまで多
いことである。結局、専科的授業や専科授業が中心となり、組織としての協力指導は、根付か
なかったと言えるのである。
第三に、 18.純学級担任命IJが各年度すべてし 2校程度として低いのは、専科的授業がほぼ
全市にいきわたっているからである。現在は、専科教員を置いて教科の授業を実施している学
校がほとんどで、最も普通にみられる授業類型である。「学年内交換授業実施している学校jは
平成元年の統計に表れた数は、 2と3を合計a してもわずか11校程度となってしまった。しかし、
これらの学校は当初以来の指定研究校であり、協力指導はこれらの学校において、なお生きて
いるといえる。また、これらの学校においてチームティーチングを必要とする生活科の研究が
盛んであることは、示唆的であり、協力指導の再評価が必要なのである。
② 教員の需給との関係
昭和40年、教担制発足の頃、高学年の教担制を当事者として実践していたが、指導組織改
善の志向が昂揚したほとには、教担市IJの実践が全体には、浸透しえなかったという感をもった。
実践は指定校を中心にして狭い範囲にとどまり、皆がその必要性を認めたほどには実施率は低
かったのである。その原因としては、教科担任制の研究が急に与えられたのであって、その必
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各校における学年経営の立場からみた，指導組織の形式的類型別実態(表2)
;二主干空き 5・6年をゆ心とした各校の指導組織の類型46年 47年 48年 491手 50年 51年 52年 53年 54年 55年
i 学年教師を中心にした交 6 8 2 2 2 3 3 
換授業 (4.8) (9.7) (2.4) (2.4) (2.5) (3.6) ( 1.1) (3.2) ( 1.0) 
2. 学年内交換と専科的授業 6 11 29 23 22 20 26 33 33 40 (8.5) (9.0) (35.0) (27.7) (27.2) (24.1) (28.9) (35.9) (35.5) (42.0) 
3 学年内交換と専科的授 18 14 6 6 9 5 3 3 2 
業・奉仕授業の併用 (25.3) (17.0) (7.2) (7.2) (11.1 ) (6.0) (3.4) (3.2) (2.2) 
4. 学年内交換と奉仕授業 7 7 (9.9) (8.5) (1.2) (1.2) (1.2) (1.1) (1.1) (1.1) 
5. 学授業年内交換と他学年交換 2 
(2.4) (1.1) 
6 学換年・王内手科交的換授と業他併学用年交 3 2 4 (2.4) (3.7) ( 1.2) (2.2) (1.1 ) (4.3) 
学年内交換と他学年交 2 3 
7 換・専科的授業・奉仕授業 (2.2) (3.2) (1.1) 
8. 学級担任能1]による授業 4 2 2 2 2 4 2 4 ( 1.4) (4.4) (2.4) (2.4) (2.5) (2.4) (4.5) (2.2) (4.3) (1.0) 
9. 学級担任と専科的授業 20 19 29 44 41 42 45 46 43 53 (28.2) (23.1) (35.0) (53.1) (50.6) (50.7) (50.0) (50.0) (46.2) (55.0) 
10 草学他級学壁年担交柾換温と授専業科的概・
(12.9 ) (8.7 5) (121.0 ) (4.4 8) (1.2) (3.3 6) (2.2 2) 
2 
(2.22 ) (2.2) (1.0) 
11. 的授業・ 2 2 
(1.2) ( 1.2) (1.2) (2.4) (2.2) (1.1) 
12・学業級担任と{也学年交換授
(1.2) 
13 学級担任仕と業他学併年交換授
業・奉授の照 (1.1) 
14. 学級担任と奉仕授業 (5.4 6) (6.05 ) (2.42 ) 
15・学授組業担・任奉仕と他授学業年の交併換用・専科的 (1.2) 
調査校数 74 82 83 83 81 83 90 92 93 96 
;L;証竺き 5・6年を中心とした各校の指導組織の類型56年 57年 58年 59年 60年 61年 62年 63年 平成元年
2 2 
(1.0) (1.0) (1.9) (18.0) (2.8) 
2. 学年内交換と専科的授業 (4i4.0 2) (424.3 1) 
43 
(343.6 ) (3E2旦4ー 立9.3Qi 
4 
(48l.7 5) (22.8 ) (42.1) (15.0) 
3 学業年・奉内仕交授換業との専m・科用的授 4 3 (3.9) ( 1.0) (1.5) (2.8) (8.5) 
4. 学年内交換と奉仕授業
5 学授業年内交換と他学年交換
(2.8) 
6 学換年・専内科交的換授と業他併学用年交 (1.0) (1.0) 
7. 学換年・専内科交的換授業と・他奉学仕年授交業 (1.0) 
8. 学級担任命1]による授業 2 2 5 3 (1.0) (1.9) (1.9) (1.0) (5.0) (2.9) (2.8) (8.5) 
9. 学級担任と専科的授業 52 48 48 62 42 9 17 31 32 (53.6) (47.1) (47.1) (59.6) (61.8) (56.0) (65.0) (88.5) (91.4) 
10. 学奉仕級授担業任のと併専用科的授業・ ( 1.0) (1.2 9) (1.2 9) (2.8) (2.8) 
1 学学他主級級年担担交任任換とと授他専業学科年的交授換業授・ ( 1.5) 
12・業
13 学級担仕任授と業他学併年交換授
業・奉 の用 ( 1.0) 
14. 学級担任と奉仕授業 ( 1.0) (1.0) (2.0) (2.8) 
15・学授組業担・任奉仕と他授学業年の交併換用・専科的
調査校数 97 95 102 104 68 16 26 53 48 
数字は校数， ( )内の数は%，空織は調査せずまたは該当校 昭和59年度まで小学校の悉皆調査。 60年からは研究会の
メンバーとしての校数。(協力指導を実施している学校)なし。
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然性が薄く、次第にマンネ 1)化していったことにある。とくに定員増のメリットがなくなるに
つれ、次第に熱がさめていった。それから 30年が経過した現在、子どもの自然減による教員
の超過を緩和しなければならないという実情が生じてきた。そのような社会的事情を伏線とし
ているのが、平成5年度から実施された「教職員配霞改善計画」のなかでのチーム・ティーチ
ング導入の動きといえる。昭和40年の教担告IJの研究の場合も、現在の場合も軌をーにしてい
るのは、社会的変動による需給関係が要因となっていることであり、いわゆる指導組織の改善
の目的が外にあるということである。今回の指導組織の改善が教員定数の確保という形式的な
ものに終わらないようにしなければならない。
③ 学習集団編成との関係
川崎の研究の場合、教授組織と子ともの学習集団との関連のなかで、体育学習の場で合同授
業方式をとりいれたが、それが発展してチーム・ティーチンク♂へとは発展しなかった。
このことは、学習組織と学校経営との関連についての認識が深まらず、教担制を授業改善の
一方法とし、ぅ形で表面的にとらえたことによるものといえよう。
③ 教育課程との関係
協力指導組織の研究は、指導組織、学習組織の改善には及んだが、教育課程の編成までには
及ばず、教師サイドの指導組織改善にのみ力を注ぎがちであったことである。部分的な教授組
織の改善が先行し、それに即応した教育課程の開発や教育課程までとどく研究が十分に行われ
ていなかった。指導組織改善の実をあげるためには、教育課程そのものの研究が必要であった
と思われる。
{JIえば、学年内交換の場合、授業研究を行っても表面的に、一般の一斉授業とか変わらず、
チーム・ティーチング等でない限りは指導組織との関連は、自に見えないことであった。現在、
「生活科Jを中心として教育課程の改善が行われ、指導組織改善のための諸条件が整備された。
昭和40年の撤を踏まないためにも、教育課程の在り方に目を向け、それにあわせた指導組織
の改善が考えられなくてはならない。
川崎市の教担ilJの研究は、指導組織の改善を中心として、一定の成果を納め、現在において
は、「生活科Jの研究の実践に生かされ今に至っている。しかし、教担制の研究は、学級担任
制を残しながら、一部の指導を教科担任市IJによって、協力的に行うというもので、そこに小学
校としての特色と限界があった。当初加配があった間は、順調に展開していたが、研究指定が
終わり加配もなくなり、その研究を行う余硲を失った。このような研究を続けるためには、学
校経営と密接に関わるものであるから、校長の強力なリーダーシップが必要であり、このこと
が軸となる。指導組織改善については、改善の自的や必要性が学校の中に内在していることが
前提となり、教育改革に挑むエネルギーが必要なのである。前述したように、協力指導を導入
しない理由として「教員間の認識に差があり、協力指導組織の確立が困難」ということがあげ
られるが、これらは今に通じる古くて、新しい問題といえよう。
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最後に付言したいことは、この研究を通して何を得たかということである。
その成果の第一は f学年共同経営J(神奈川県教育委員会「教科担任告IJの研究j第7集 昭和
47年)という発想、を得たことである。これは「学年教師が、学年全体の児童・生徒の学習指導
と生活指導の全面にわたって共同して経営責任を分担する」ことである。教科担任市IJは、学年と
いう組織の責任で実施されなければならず、学級の枠を越えた教授組織を実施するためには、チー
ムワークを基盤とする学年共同経営は必須の用件であった。
その第二は、学年主任の学校経営上の位置づけの明確化ということである。ここで言う学年と
は単なる学級の集合ではなく、まとまった一つの組織「学年回jという行動する主体なのであり、
学年は学校経営の核として自律的な組織なのである。学年主任の最大の役割は、このような学年
回のマネージメントである。この研究では、協力体制を前提としての学年主任の役割を追求し、
明確にしていったことにおいて意義があった。
その第三の成果は、生徒指導面についてである。現在、学級崩壊が深刻化して、多様化した子
どもの実態に合わせて指導することは学級担任だけでは困難になりつつある。いじめのような問
題に対応するには、学年教師のチームワークが必要だし、複数の教師が一つの学級にかかわるた
めに、多角的に問題を見ることができ、より適切な解決法が得られるのである。
学級の枠を越えた教授組織の編成により、学級は学年へ向けて開放され、その閉鎖性は打破で
きると言えよう。
以上のように、全留に先駆けて行った教科担任制がなぜ普及しなかったかという原因と研究で
得たメリットについて述べたが、この小論が今後、チームティーチングや教科担任制などを導入
する場合の参考になれば幸いと思う。
(注)
(1) 吉本二郎「日本教育経営学会編・教育経営ノ、ンドブックJ(講座 日本の教育経営10)ぎょう
せい昭和61年 p.86"""'p.89
(2) 神奈川県教育委員会「小学校高学年における教科担任制の研究J(第一集)昭和41年
p.3"""'p.5 
(3) 向上 p.36"""'p.38
(4) 11m奇市小学校教科担任制研究会「協力指導そ組織の研究J(第6集)昭和51年 p.10
(5) 川崎市立小学校長会「会報J(平成6年度 30号)平成7年3月 p.119
(6) 2表は、筆者が川崎市小学校教担制研究会の紀要によりまとめたものである。
(7) 川崎市小学校協力指導研究会「協力指導の手引きJ昭和53年 p.20の用語の説明から。
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